
◆重点施策として6分野を推進
①「内陸のフロンティア」を拓く取組　223億円
「総合特区」の構想を具体的に進めるとともに、「新産業創出・育成」や沿岸部の「防災・減災」を
踏まえた基盤整備に取り組みます。

②エネルギーの地産地消の推進　18億円
住宅用太陽光、太陽熱の利活用促進のほか、「小水力発電」設備の導入、「小型温泉発電」の実証実験
や「海洋再生可能エネルギー」の導入ポテンシャル調査、「バイオマ
ス発電」の推進などを進めます。

③地震・津波対策の推進　222億円
第4次地震被害想定の中間報告を2月に公表しました。6月の正式策
定にむけさらに議論を深めますが、25年度はこれを受けて対策を強化
していくことになります。
当初予算では、堤防・水門等の津波対策整備事業として57億円、こ
れとは別に浜松市沿岸域の防潮堤整備に20億円を計上しています。市
町が実施する津波対策関連事業への補助制度の限度額を昨年度撤廃し
ましたが、これを27年度まで継続し、市町の事業を後押しします。

④富士山の後世への継承　4.7億円
今年6月の富士山世界文化遺産登録をめざし取り組んでいますが、
これにあわせてイベントや基盤整備事業等を計画しています　

⑤雇用・経済対策の機動的な実施　590億円
　＜雇用対策＞　477億円
「成長産業分野の育成」や「介護・福祉サービスの充実」、製造業や
建設業など「地域基幹産業の活性化」を図り、雇用創出につなげるとと
もに、引き続き「雇用のミスマッチの解消」に取り組みます。
 　＜経済対策＞　113億円
光技術（西部）、食品（中部）、医療（東部）を中心に「次世代産業の育

成」を進めます。
また海外展開支援のため「東南アジアビジネスサポートデスク」を
タイ・インドネシア・ベトナムに開設します。

⑥少子化対策の充実　101億円
保育所待機児童対策や保育サービスの向上のほか、子育て支援団
体、企業、関係団体等が参画した県民会議の開催など、県全体で子育
て支援を進めます。

総力を挙げ“ふじのくに”づくりを推進
平成25年度一般会計当初予算1兆1391億円など103議案を可決、同意

一般会計は1兆1391億円。前年比＋85億円とほぼ横ばいですが、先に議決した2月補正予算420億円
（国の経済対策への対応）も、実質的には平成25年度事業となりますので、「H24当初」と「H24.2月補
正＋H25当初」の投資的経費の比較は、1715億円→2123億円（+408億円）となり、公共事業の増が見
込まれます。
歳入では「地方交付税」が▲169億円（▲10.7％）の大幅削減となっています。一方で、「臨時財政対
策債」が＋140億円（＋11.5％）増えています。
「県税」は前年度当初の3970億円→4040億円と、70億円（＋1.7％）の微増を見込んでいます。
「県債（通常債）」発行額は、704億円→580億円と▲124億円（▲17.6％）と減っています。一見
「イイ傾向」のようですが、実はそのうちの118億円分は「地域の元気臨時交付金」という国の制度で、
結局は県の借金を国が借金して肩代わりしているようなものです。“県民”の負担増にはなっていません
が、“国民”として負担することに変わりありません。
歳出では、引き続き「義務的経費」の比率が高くなっており、住民サービスに使えるお金（投資的経費
や政策経常費）の確保に苦労しています。

県は財政健全化目標のひとつに「“通常債”2兆円以下」という指標
を持っています。平成25年度末の見込み額は1兆8千億円弱となっ
ており、この水準はクリアしているのですが、問題は“通常債”に
算入されない借金です。
そのひとつが「臨時財政対策債（臨財債）」です。「臨財債」は

「地方交付税」の身代わり措置で、本来「地方交付税」として自治
体に現金を交付すべきところを、国の財布（特別会計）におカネがな
いため、足りない分の起債を地方自治体に認めているものです。
国の財政状況が厳しい中、「臨財債」の比率が年々高くなってき

ています。静岡県の「地方交付税」と「臨財債発行可能額」の推移
は右表のとおりです。
「臨財債」の25年度末残高は8669億円の見込みです。これを

含めた実質的な一般会計の県債残高は2兆6千億円を越える水準とな
っています。
「臨財債」について、国は「後年度地方交付税として補てんす

る」としていますが、表のとおりすでに交付税額と臨財債発行額はほぼ同じとなっています。交付税から臨財債の償還分
を差し引くと、住民サービスに使える交付税は実質的に減っていると考えられます。
「臨財債」の発行に歯止めをかけるには、行財政改革を進めるのはもちろん、国も地方も事業の抜本的見直しを検討

する必要があります。
これ以上、こどもや孫の世代にツケを回さないように、“身の丈”にあった生活（財政運営）をすべき時に来ているので

はないでしょうか･･･。
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懸念される「臨時財政対策債（臨財債）」の増加懸念される「臨時財政対策債（臨財債）」の増加

静岡県議会は2月21日から3月19日までの会期で、2月定例会を開催しました。
以下に平成25年度の県政概要をご報告いたします。

静岡県議会２月定例会のご報告
◆一般会計当初予算の特徴
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田口章 連絡先

昼 053-447-3820
 連絡事務所（スズキ労働組合内）
夜 053-440-7100
 後援会事務所

創ろう！
元 気 な
浜松＆静岡県

みなさま、こんにちは。静岡県議会議員の 田口 章 です。
県政は市政や国政に比べてわかりにくいといわれます
が、取り組みの一端をご紹介します。私は地域のことから
県全体のこと、そして20年30年先を見すえた行財政運
営に取り組んでいます。お気付きの点や知りたいことな
どがありましたらお気軽にご連絡ください。
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田口章　　　　　　   で 検　索★創ろう！元気な浜松＆静岡県

◆2月定例会　建設委員会の審査から

1．技術職員の人材育成

2．電子入札システムとICTの活用

3．交通基盤部が支出している団体補助金

4．流域下水道について

 ①流域下水道特別会計への繰り出し基準

 ②流域下水道の長寿命化対策

 ③移管予定の流域下水道での事業

5．浜松市沿岸域の防潮堤整備について

 ①試験施工を13mとした理由

 ②寄附金300億円の範囲内を基本に
 　する理由

6．入札契約事務における発注者綱紀保持
 マニュアルの活用

7．佐鳴湖の浄化対策

8．堀留川の治水対策

9．富士山静岡空港について

 ①25年度の事業内容の詳細

 ②空港関連予算の総額

10．花博10周年記念事業以降のガーデン
　　パークとフラワーパークのあり方

11．浜松市の「新・ものづくり特区」に
　　対する県の姿勢

◆浜松市沿岸域の防潮堤整備について

田口 章 は持ち前のフットワークで、元気いっぱい活動しています。日常の活動は、ホームページやブログでも報告しています。
ホームページには地震津波対策を説明した動画もアップしています。インターネットがご利用できる方はぜひご覧ください。

建設委員会では、県議会常
任委員会としては4年振りとな
る“附帯決議”を行いました
（この附帯決議は本会議でも
議決されました）。
これは平成16年度に県が行
った用地取得における不適切
な事務により、国の交付金の
返還と加算金として約1億7千
万円余の補正予算が提案され
たことに対して、議会として
可決するものの、意見を附す
というものです。
この中で議会として、発生
後8年間も公表してこなかった
不適切な事務処理の責任を明
確にするとともに、自主的な
負担や徹底した再発防止策を
求めました。
こうした不祥事が続くことな
く、県民の貴重な税金をムダに
しないように、引き続きしっか
りと監視していきます。
なおこのほか、建設委員会
の中で、私からは25年度の事
業推進体制や当初予算の事業
などに関連して左のような質
問を行いました。
紙面の制約上、詳しく書くこ
とができませんが、関心のある
テーマがありましたら、お気軽
にお問い合わせください。

県議会の定例会では、全議員で行われる「本会議」のほか、分野ごとに
詳しく審査する「常任委員会」が開催されます。私が副委員長を務めてい
る「建設委員会」では次のような議論が行われました。

なお、今後市内2ヵ所で行う“試験施工”で
は堤防高さを13mとして工事を行います。最
終的な防潮堤の高さは、地元自治会のみなさ
んと開催している協議会や県防災・原子力学
術会議 津波対策分科会の意見を聞き、試験施
工の状況を踏まえて決定していきます。
防潮堤のルート（位置）は概ね防災林の砂
浜寄りになりますが、浜名バイパスの坪井町
以西部分は、バイパスの海側か陸側か、今後
検討します。また中田島砂丘～凧揚げ広場に
ついても検討中です。
地元経済界でも寄附金を募る動きが出てき
ました。県民の命と財産を守るために、官民
一体となって取り組みを進めていきたいもの
です。

【常任委員会での質問のようす】
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